
Ⅰ．はじめに

本稿は，制度と幸福に関する社会経済学的研究を基
礎として，信頼の意味，現代社会における信頼の役割
・重要性を考察し，制度，幸福，信頼の三者の関係性
を探りながら，信頼社会構築のための基礎的視座を提
供しようとするものである1）。
この 3つの概念に共通する基本的な特徴は，目に見
えないもの，人々の意識・感情に関わる点にある。つ
まり，物質的・具体的な事象ではなく，精神的・抽象
的な概念という点にある。目に見えにくい，捉えにく
いことは，科学的な研究分野では客観性という観点か
ら往々にして後回しにされる傾向にあり，それが問題
の重要性と同列の論じられることも多い。しかし，経
済学の祖，アダム・スミスは，市場の価格調整メカニ
ズムを神の「見えざる手」と呼び，市場経済社会の根
本をなすものと論じた。結論を先取りしていえば，信
頼とは社会のもう一つの見えざる手であり，多くの見
えざる手が結ぶ合うこと，つまり幸福な握手を実現さ
せることが信頼社会構築の基礎になると考えるのであ
る。

Ⅱ．制度と信頼

信頼を辞書（広辞苑）で引くと「信じて頼ること」，
類似の言葉である信用は「信じて任用すること」とあ
る。信用は，過去の実績や成績，経歴や評判などに基
づく判断であり，信頼は未来に対する期待の気持ちに
関わる。信用は過去の具体的結果や実績を必要とする
が，信頼は未来に対する期待であり，物質的・具体的
な保障が必要とされるわけではない。信頼は，過去の
実績などを根拠にするとしても，未来に対して期待を
裏切らないこと，約束を果たすことを期待する行為・
感情であり，多分に精神的な行為でもある。つまり，

信用は過去に，信頼は未来に関わる概念であると解釈
できる。また信用は具体的な結果や実績を基礎とする
が，信頼は未来への期待であり，精神的・感情的な事
象であるといえる。
両者の違いからみた信頼の特質は，制度の概念と密
接な関係にある。制度学派の経済学者であるヴェブレ
ンは，「制度とは思考習慣である」と述べた2）。ここ
で制度とは，具体的に制定された法律だけでなく，多
くの人々が実際に従っている社会的ルールや常識をも
含む概念として定義されている。例えば，電車では降
りる人を優先する，喫煙場所以外での禁煙，自動車の
速度制限，エスカレータの片側通行などは，多くの
人々が意識的・無意識を問わず，それに従って行動す
ることで大きなトラブルもなく日常生活が営まれてい
るとすれば，人々の間には一定の思考習慣が共有され
ていることになる。それが制度の本質であるとヴェブ
レンは指摘した。
したがって，法律や条例などで明確に規定されたル
ールや規則（成文化されたルール）であっても，多く
の人々が従わなければ，それは法律であっても制度で
はない。逆に法律がなくとも日常生活の常識として多
くの人々が一定のルール・行動（成文化されないルー
ル）に従って行動していれば，それは制度である。こ
の意味で，制度は日常生活に安心・期待・信頼を提供
する装置としての役割を果たしている。実際，われわ
れの生活は法律や合理的な根拠に基づかない思考習慣
に基づいている場合が多い。例えば，現在の一般的な
キーボードの配列は QWERTY 配列と呼ばれている
が，これは機械式のタイプライターが早く打鍵するこ
とでキーが絡まないように，あえて使いにくい配列と
して考案されたといわれる。しかし，電子式になった
現在でもこれが一般的な配列として通用している。ま
たエスカレータで立つ位置は地域ごとで異なり，合理
的な根拠も法律も存在しないが，多くの人々が一定の
ルールに従っている限り，制度といえる。

研究ノート

信頼の社会経済学的基礎に関する研究
──制度と幸福から考える──

村 上 亨

１１



自動車の走行を左右のどちらにすべきかの合理的な
根拠も存在しない。それゆえ国ごとに異なっている
が，いずれの地域・国でも大方の人々が交通ルールを
守っている。もちろん，交通ルールは明確な法律とし
て制定されているが，同様に明確の法律のある自動車
の速度制限は，大方の人々が守っていない。自動車の
走行速度は危険がない限り，多少速度を超過しても問
題ないと考えることが，むしろ多くの人々の思考習慣
として定着していることになる。
明確な法律の有無ではなく，多くの人々が従う社会
的なルールや常識，つまり思考習慣の存在が，われわ
れの日常生活の基盤を形成しているのである。人間の
生物学的能力の限界，物理的な能力の限界から，日常
生活には多くの不安やリスクが存在する。こうした不
安やリスクを回避するための行動の指針となるのが，
常識や習慣，しきたり，慣習，規範，前例，ルールと
呼ばれるもの，つまり制度である。制度の変化やそれ
につながる経済社会の変動が人々に不安をもたらすの
は，日常生活の指針を見失うからである。この意味で
制度は，日常生活で直面するさまざまな不安やリスク
を軽減するための装置としての役割を担っている3）。
れわれわれが道路の左側を自動車で安心して走行で
きるのは，右側を走行する自動車と正面衝突する危険
性はほとんどないと信じているからである。すなわ
ち，自動車を運転する多くの人々は，自分と同じよう
に左側走行を守るだろうという期待を持ち，他者が実
際にその期待を裏切らないという状況に依拠してい
る。つまり，不特定の第三者に対する信頼が存在して
いるといえる。このように制度は，信頼と密接な関係
を有する概念であり，信頼を重要な構成要素としてい
る。

Ⅲ．幸福と信頼

幸福に対する洞察は，ソクラテス，アリストテレス
の時代から深い関心が寄せられてきた。それらは専
ら，哲学，倫理学，思想，宗教における関心事であ

り，1970年代に至るまで社会科学的・実証的な研究
はほとんど行われていない。しかし，1970年代半ば
以降，心理学，経済学を中心に，幸福度の測定・決定
要因に関して多くの実証結果が蓄積されてきた4）。
経済学分野における幸福に関する本格的な研究の萌
芽は，Easterlin, R. A.（1974）に見出すことができ
る5）。わが国において幸福の経済学が知られるように
なったのは，2002年に出版され，2005年に翻訳され
たフライ＆スタッツァーの『幸福の政治経済学』の影
響が大きいといえる6）。2000年以降は，世界各国にお
いても幸福度の決定要因，測定を中心にさまざまな試
みが展開されている。わが国においても，平成 20年
版の『国民生活白書』は国民の幸福度を取り上げてい
る。図 2のように，90年代以降，1人当たり GDP の
増加傾向とは対照的に生活満足度は下降傾向にある。
そこでは日本人の幸福度の要因に関するいくつかの分
析が行われているが，重要な分析結果の一つとして，
信頼と密接な関係を有する対人関係の要因が幸福に与
える重要性を指摘している7）。
幸福と所得（1人当たり GDP）との間に明確な相
関が存在しないことを出発点とする幸福の経済学的研
究は，失業や物価などの経済的要因との関係に関する
研究から8），さらに非経済的要因との関係を探究する
領域へと拡大しつつある。行動心理学分野における幸
福の研究は，ノーベル賞を受賞したカーネマンらの業
績を代表例として挙げることができる9）。
レイヤードは，幸福に影響を与える最大の要因をビ
ッグ・セブン（big seven）として，以下の 7つを挙げ
ている10）。
①家族関係（夫婦・親子・兄弟・親戚）
②経済状態
③仕事（社会とのつながり，自尊心）
④地域社会と友人
⑤健康
⑥個人的自由（政府への信頼，政治的自由）
⑦個人の価値観（信念・信条・信仰心）

デレック・ボックが挙げているのは，以下の 7つで
ある11）。
①所得
②結婚（夫婦，家族親戚）
③社会的関係（友人，コミュニティ）
④仕事
⑤健康状態の認識
⑥宗教（価値観，信念・信条，信仰心）

図 1 制度の構造
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⑦政治・行政の質（政府への信頼）
優先順位に違いはあるものの，ほぼ同様の要因が挙
げられている。デレック・ボックは要約的に以下のよ
うに述べている。「幸福の最も重要な源泉はむしろ家
族や友人と密接な関係を築いていること，他人へ援助
すること，コミュニティ活動や慈善事業，政治活動に
積極的に取り組むこと」であると。そこには「金持
ち，豊か，経済的に成功」といったことが触れられ
ず，人，地域社会との関係，そこで築かれる信頼こそ
が重要な要素であることを読み取ることができる。

Ⅳ．信頼社会へのアプローチについて

現代社会における信頼の意味と現代的重要性を探る
試みとして，これと密接な関連を有すると考える 2つ
のテーマ，制度と幸福について主要な関連性に焦点を
絞って論じてきた。
制度は日常生活に存在するさまざまな不安やリスク
を軽減する装置として人々に安心を提供する。しかし
制度は，相手が自分の思っているように行動する，そ
うした期待を裏切らない，つまり信頼に依存してい
る。制度は信頼を重要な要素とする概念であり，制度
の崩壊とは信頼の崩壊を意味する。制度の崩壊は人々
に不安をもたらし，おそらく幸福度の低下にもつなが

る。こうした崩壊を食い止める方法は，成文化された
ルールを社会・生活の隅々にまで張り巡らせるか，信
頼を再構築するかのどちらかであろう。両者の世界の
様相が著しく異なることは想像に難くない。
そして幸福と信頼の関係は，経済的な生活水準の向
上や経済成長の実現が幸福度の向上に結びつかないと
いう実証結果から着目されるようになった。そうであ
れば，1人当たり GDP の増大を国家の重要な政策目
標として掲げることの意義は，他の政策目標とのバラ
ンスを含めて再考すべきあると思われる。とりわけ，
幸福の経済学から示唆される人間関係に関わる要因の
重要性は看過できない。人間関係に関わる家族・夫
婦，友人・知人，地域・コミュニティといった人々の
間の関係性，つながりの中核的部分をなすのが，信頼
ではないだろうか。
信頼をいかに築くか，信頼社会の構築にはどのよう
な方法があるのか，本稿はそのための基礎的視座を，
制度と幸福に関する研究から探ろうとしたものであ
り，その具体的な方法，政策論は今後の課題としてあ
る。とはいえ，信頼の重要性と課題を取り上げた研究
はすでにいくつか存在する。その中から，信頼および
信頼社会に関する山岸俊男氏の研究と，バルネラビリ
ティ（Vulnerability）の概念を中心とする金子郁容氏
の研究について，主な論点を取り上げておきたい。

図 2 生活満足度と 1人当たり GDP
出所：『平成 20年版 国民生活白書』2008年。
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山岸氏は，「安心とは相手の損得勘定に基づく相手
の行動に対する期待」であり，相手の行動によっては
自分の身が危険にさらされてしまう状態がないこと，
つまり社会的不確実性がない状態を指す12）。これに対
して，「信頼とは，相手の人格や行動傾向の評価に基
づく相手の意図に対する期待」であるという。したが
って，信頼が意味を持つのは，社会的不確実性が存在
している場合である。日本では，これまでよそ者を排
除し，仲間内での安心社会を築いてきたが，現在はそ
の安心社会が崩壊しつつあるという。しかし，それは
必ずしも信頼社会の崩壊を意味しない。むしろ信頼社
会へ移行していく良い機会であると論じている。これ
は，社会的不確実性を排除することで成り立つような
制度の崩壊から，信頼を基盤とする制度へと再構築す
る好機であると読み替えることができるだろう。
安心社会とはリスクを回避する社会であり，世の中
の変化によって発生するリスクに背を向ける日本人
が，これからどのように暮らし，どう信頼を構築して
いくのかがこれからの課題であると論じる。さらにジ
ェイン・ジェイコブスの世界の道徳律に関する調査を
取り上げ13），安心社会とは「仲間同士の相互監視」や
「制裁」といった仕掛けを通して人間同士の結びつき
の不確実性を解消していこうという社会であり，信頼
社会とは社会が提供する安心に頼るのではなく自らの
責任でリスクを覚悟で他者と人間関係を積極的に結ん
でいこうという集まりであると述べている14）。信頼社
会の構築のためには，社会的不確実性のない世界での
受動的な姿勢ではなく，社会的不確実性に対して主体
的・能動的に向き合う態度こそが必要であると述べて
いる点は示唆に富む。
不安やリスクを伴う社会的不確実性の存在する世界
に対峙する姿勢として，金子郁容氏のバルネラビリテ
ィの概念もまた，信頼社会を構築するために必要な方
途を考えるうえで多くの示唆を提供している15）。バル
ネラビリティとは，傷つけられやすいこと，脆弱性を
意味する。自らを弱い立場に置くことで他者との関係
がひらかれることを，「弱さの強さ」と表現している。
山岸氏も，自ら進んで情報を発信する人，自発的にボ
ランティア活動を開始する人は，バルネラブル（他人
から付け込まれたり，利用されたり，非難されたりし
やすい状態）にする。しかしバルネラブルな立場に自
分の身をさらすことでそういった人たちは情報を創り
だし価値を生み出すことができるという16）。つまり，
自分をバルネラブルな立場に置くことで，他人との間
に信頼関係を築くことが可能になるのである。この意

味で，信頼社会とは，正直者であることが損にならな
い社会制度と言い換えることもできる。
不安やリスクの高まる社会でこそ，信頼が重要な意
味を持つことは言うまでもない。しかし，信頼を構築
する方法として自らを弱い立場に置くとしても，それ
はまた不安やリスクを必然的に伴うというジレンマに
直面する。自らをさらす，本音を言うことによってし
か相手に理解されない，信頼を築けないとすれば，そ
のためにどのような状況・環境が必要であろうか。そ
れはおそらく，信頼の構築に成功している現場，たと
えば教育における教師と生徒・学生との信頼関係，企
業における構成員間の信頼関係，地域社会における人
間関係・コミュニティなど，多くの実際例を調査・考
察することで重要な知見・示唆を見出すことができる
のではないか。

Ⅴ．結びにかえて

信頼とは何か，信頼社会を構築するとは何をどうす
ることなのか。基本的かつ素朴な疑問から出発した研
究を少しでも推し進めるために，ひとまず筆者のこれ
までの研究を基礎にして取り組んだ成果の一端が本稿
である。そのため，不十分な点が多々あることは十分
承知している。とくに幸福の経済学に関する論点の整
理と体系化には多くの課題が残されている。
現段階では，制度と幸福に関する研究内容から，信
頼に関わる部分を都合よくつなぎ合わせた側面がない
わけではない。しかしながら，制度と制度学派の研究
と幸福の経済学に関する研究を通じて，これらを媒介
する重要な概念として信頼を位置づけることは決して
不自然ではなく，むしろ本質的な問題を提起する重要
な概念であると確信している。経済社会の変化や不確
実性の増大が，社会制度の変化によって不安とリスク
に直面する人々の幸福度を引き下げるとすれば，制度
の重要な構成要素であり，また幸福に重要な影響を及
ぼす人間関係の中核をなす信頼の意味を問い直すこと
は，むしろ必然である。
とはいえ，信頼という言葉は特定の学問分野の専門
用語ではない。信頼を考察するアプローチも，研究者
の問題関心に応じて多様であろう。幸福の経済学が示
唆するように，人々の幸福度は経済的要因から非経済
的な要因，心理的・社会的・政治的要因，さらに地理
的・歴史的要因，環境的要因，思想・信条に関わる要
因など多岐にわたる。また主要な要因も時代・地域・
国家などによって異なることも明らかにされている。
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こうした問題状況は信頼についても同様であろう。現
代社会における信頼の重要性についても，専門分野の
垣根を越えた総体的・総合的な視野から鳥瞰する必要
があろう。
制度の概念が，他者に対する期待とその実現プロセ
スに関わるのと同様，信頼の構築も主体的な側面と社
会的・環境的側面が複雑に関わっている。その様相を
明らかにする作業は決して容易ではないが，現実の人
間社会における信頼の回復・実現という課題に対して
は，多角的・学際的なアプローチと現場を見据えた実
証的・政策的な視点が必要であると考える。
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編著（2010），白石賢・白石小百合（2006），白石賢・
白石小百合（2007），大竹文雄（2003），大竹文雄
（2004），筒井義郎・大竹文雄・池田新介（2005），袖川
芳之・田邊健（2007），Bruni, L. and Porta, P. L.（2005）,
Derek Bok（2010）, Easterlin, R. A.（ed.）（2002）, Kahne-
man, D, Diener, E. and Schwarz, N.（eds.）,（1999）. なお，
幸福の概念については，happiness, well-being, subjective
well-being, satisfaction with life などいくつかの言葉が用
いられているが，以下では同義的な意味を持つものと
して扱う。

５）Easterlin, R. A.（1974）. イースターリンによるその後の
展開は，以下を参照されたい。Easterlin, R. A.（1995）,
Easterlin, R. A.（2001）, Easterlin, R. A.（2005）. 所得と幸

福の間に相関関係がないことは，イースターリン・パ
ラドックスあるいは幸福のパラドックスと呼ばれてい
る。所得と幸福に関する興味深い研究として以下の文
献を挙げておきたい。マティアス・ビンズヴァンガー
（2009）。

６）Frey, Bruno S. and Alois Stutzer（2002）. 本稿で取り上げ
ている制度を幸福との関係から論じている次の論文も
参照されたい。Frey, B. S. and A. Stutzer.（2000）.

７）内閣府国民生活局（2009）『平成 20年版国民生活白
書』。

８）幸福度と失業および物価との関係に関する実証研究と
して，1％ポイントの失業率上昇は，1.7％ポイントの
インフレ率の低下に相当することを示した研究，幸福
度と失業及び自殺率との関係を明らかにした興味深い
研究がある。Di Tella, R., MacCulloch, R., and Oswald,
A.,（2001）, Oswald, A. J.（1997）, Ng, Yew-Kwang and
Ho, Lok Sang（ed.）（2006）．

９）Kahneman, D, Diener, E. and Schwarz, N.（eds.）,（1999）,
Kahneman, D., Krueger, A. B., Schkade, D., Schwarz, N.
and Stone, A. A.（2006）．

１０）Layard, R.（2005）．
１１）Derek Bok（2010）．
１２）山岸（1999），山岸（1998）。
１３）ジェイン・ジェイコブス（2003）
１４）山岸（2008）。
１５）金子郁容（1992）。
１６）山岸（1998）。
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